Ⅲ　府市場の現状について


　１　府市場を取り巻く情勢



（１）消費者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●安全・安心、健康・食育への関心の高まり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
食品による健康被害への懸念や食育への関心など、消費者による食品の安全・安心に対する意識が高まっています。

●人口の減少、一人当たり消費量の減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
少子高齢化が進み、長期的に人口が減少していくことが見込まれます。
加工食品利用の増加や中食※・外食などの「食の外部化」により、生鮮食料品の一人当たり供給量
（≒消費量）も減少することが見込まれます。
※中食：惣菜や弁当などの調理済み食品を自宅で食べること。
府民が食品の安全・安心に関して不安に思うこと
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出典：おおさかQネット『食の安全・安心」に関するアンケート』（平成28年9月27日実施）
（注）「食品に関して不安に思うものは以下の項目のどれですか。（あてはまるものを全て選択）」という問に対する回答の割合を示している。
（回答者：1,000名（国勢調査結果（平成２２年）に基づく性・年代・居住地（4地域）の割合で割り付けた15歳以上の大阪府民）


大阪府の人口推移と将来推計
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大阪府 年齢別人口割合の推移











国民１人・１年当たり供給純食料（野菜・果実・魚介類）

	
	1990
	1995
	2000
	2005
	2010
	2015年

	野菜
	108.4
	106.2
	102.4
	96.3
	88.1
	90.8

	果実
	38.8
	42.2
	41.5
	43.1
	36.6
	35.5

	魚介類
	37.5
	39.3
	37.2
	34.6
	29.4
	25.8


（kg）
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出典：農林水産省「食料需給表」
（注）本表の重量は、各年度中に純食料（可食の状態の食料。飼料用、種子用、加工用と可食の状態にする際に通常廃棄される部分は除く。）として供給された食品の国民一人当たりの重量を示している。また、2015年は概算値。


1世帯当たり1か月間の支出（二人以上の世帯、全国）


出典：総務省「家計調査年報」　（平成27年）
* 塩干、魚練製品、野菜乾物、漬物、大豆加工品、調味料、菓子、飲料、酒類を含む
78,957
77,886
68,698
67,563
73,845
71,844
１００％＝
(円)










（２）川下（小売業、加工業、飲食業など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●量販店の増加と規模拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大型量販店が増え、集荷力の大きい卸売市場への選別が進んでいます。
仕入の大型化に伴い、価格決定に対する量販店の発言力が増大しています。
集荷コスト削減の意識から、市場外流通による仕入れが増加しています。
一方で、量販店にも、品揃えや配送機能に関して、市場への根強い期待があります。

●流通業界の構造変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
青果店、鮮魚店などの専門小売店の減少に伴い、卸売市場からの出荷も減少傾向にあります。




府市場 業態別搬出割合［青果・水産物合計］









（３）川上（生産者・出荷団体）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●農産物・水産物の生産量の減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
農業・漁業従事者が減少・高齢化していることから、青果収穫量・水産物漁獲量の維持が難しくなってきています。加えて、若い世代の担い手が不足しており、農・水産物の生産高が、今後さらに減少していくことが予想されます。

●産地出荷団体の大型化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
農業・漁業協同組合の統合等が進んでいることから、産地が大型化・集約化しています。そのため、一組合あたりの取扱高が増加傾向にあり、流通コスト削減等の視点から、出荷先である中央卸売市場を選別する傾向がみられます。

●市場経由率の低下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
産地直送や直売、インターネット販売など流通形態の多様化、あるいは輸入品等の増加により卸売市場経由率は少しずつ低下しています。
漁業就業者数の推移（全国）
基幹的農業従事者数の推移（全国）












卸売市場経由率※の推移（全国）

[image: ]


· 卸売市場経由率は、国内で流通した加工品を含む国産及び輸入の青果、水産物等のうち、
卸売市場（水産物についてはいわゆる産地市場の取扱量は除く）を経由したものの数量割合の推計値。





（４）他市場の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●コールドチェーン対応の新市場の登場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
福岡市新青果市場など、閉鎖型施設によるコールドチェーン対応の新市場が登場してきています。

●大規模市場とその他市場との取扱高格差　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
全国的に取扱高は減少傾向にある一方、一部の大規模市場は取扱高を維持・増大させる傾向にあります。


平成21年を100としたときの取扱数量
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平成21年を100としたときの取扱金額
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出典：各卸売市場年報より

（５）社会的要請への対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●情報化の進展　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＩＴ技術等の進歩により、取引情報等を伝達・共有する際の効率性・スピードが重要となってきています。

●災害への対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
南海・東南海大地震など、大規模な災害への備えや対応力が求められています。


[image: ]
ＢＣＰ（業務継続計画）：災害発生時に優先的に取り組むべき重要な業務を継続し、最短で事業の復旧を図るために
事前に必要な資源の準備や対応方針・手段を定める計画。

0～14歳	1965	1970	1975	1980	1985	1990	1995	2000	2005	2010	2015	2020	2025	2030	2035	2040	22.9	23.9	25.633872710240546	24.4	21.4	17.3	15	14.2	13.8	13.3	12.545619584512449	11.643137169511125	10.808590673485506	10.062976351528988	9.7291330465966208	9.6029958072164607	15～64歳	1965	1970	1975	1980	1985	1990	1995	2000	2005	2010	2015	2020	2025	2030	2035	2040	72.5	70.900000000000006	68.315084388453371	68.3	70.400000000000006	73	73	70.8	67.5	64.400000000000006	61.306087886856197	60.181449122056051	60.376885849573455	59.819850302876596	57.822295534168667	54.504456043879365	65歳以上	1965	1970	1975	1980	1985	1990	1995	2000	2005	2010	2015	2020	2025	2030	2035	2040	4.5999999999999996	5.2	6.0510429013060758	7.2	8.3000000000000007	9.6999999999999993	11.9	15	18.7	22.4	26.148292528631352	28.175413708432828	28.814523476941051	30.117173345594413	32.448571419234717	35.892548148904176	
野菜	1990	1991	1992	1993	1994	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	2013	2014	2015	108.4	106	107.7	103.5	103.8	106.2	105	102.2	100.4	103.2	102.4	101.5	97.4	95.9	93.8	96.3	94.8	94.3	93.3	90.5	88.1	90.9	93.5	91.7	92.2	90.8	果実	1990	1991	1992	1993	1994	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	2013	2014	2015	38.799999999999997	36.4	40.299999999999997	40.700000000000003	44.4	42.2	40.200000000000003	42.1	39.1	42.1	41.5	44.3	42	39.799999999999997	41.5	43.1	39.9	41.1	40	38.799999999999997	36.6	37.1	38.299999999999997	36.799999999999997	36	35.5	魚介類	1990	1991	1992	1993	1994	1995	1996	1997	1998	1999	2000	2001	2002	2003	2004	2005	2006	2007	2008	2009	2010	2011	2012	2013	2014	2015	37.5	36.299999999999997	36.700000000000003	37.5	39.1	39.299999999999997	38.9	37.299999999999997	35.5	35.799999999999997	37.200000000000003	40.200000000000003	37.6	35.700000000000003	34.6	34.6	32.799999999999997	31.9	31.4	30	29.4	28.5	28.9	27.4	26.6	25.8	（kg）

穀物	
1990	1995	2000	2005	2010	2015	0.11551857340071178	0.10975014765169606	9.9113006974067303E-2	9.394742205013247E-2	9.4326776490090733E-2	8.5435109403708034E-2	生鮮食品	
1990	1995	2000	2005	2010	2015	0.29032258064516131	0.27583904681200727	0.25947592931139551	0.24978893126437451	0.24460133505024939	0.25052892377929958	加工食品	
1990	1995	2000	2005	2010	2015	0.35653583596134603	0.35792055054823718	0.36500778657999866	0.37057847390025911	0.37362165682400128	0.37168030733255386	外食	
1990	1995	2000	2005	2010	2015	0.15640158567321452	0.16232699073004134	0.16856930056198796	0.16737022911875163	0.16887941624853839	0.16683369522855074	調理食品	
1990	1995	2000	2005	2010	2015	8.1221424319566346E-2	9.4163264258018131E-2	0.10783397657255062	0.11831494366648228	0.11857081538712017	0.12552196425588777	

2007年-2011年　平均	
一般小売	スーパー	給食、加工、飲食など	その他（他市場など）	19.600000000000001	58.54	7.6599999999999993	14.26	2012年-2016年　平均	
一般小売	スーパー	給食、加工、飲食など	その他（他市場など）	17.939999999999998	62.02	8.86	11.16	（％）


15～39歳	1993	1998	2003	2008	2013	61972	43625	34862	35163	30630	40～64歳	
1993	1998	2003	2008	2013	204543	160076	124020	110935	86722	65歳以上	
1993	1998	2003	2008	2013	58371	73341	79489	75810	63633	計	1993	1998	2003	2008	2013	324886	277042	238371	221908	180985	（万人）

65歳未満	
1995	2000	2005	2010	2015	1542526	1172000	954002	797960	621692	65歳以上	
1995	2000	2005	2010	2015	1017506	1227579	1286670	1253477	1132072	計	
1995	2000	2005	2010	2015	2560032	2399579	2240672	2051437	1753764	平均年齢	
1995	2000	2005	2010	2015	59.6	62.2	64.2	66.099999999999994	67.099999999999994	
（万人）

（歳）
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大阪府中央卸売市場の業務継続計画（ＢＣＰ）
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者

安否確認、災害時の参集開始 ○ ○ ○ ○ ○

被害者の救出・救助 ○ ○ ○ ○ ○

参集職員による中央卸売市場及び付

近の被害状況の収集

○ ○ ○ ○ ○

災害対策本部に被害状況報告(第1

報)

○ ○

施設の応急対策に向けた市場関係者

との協議

○

（日中）

○

（夜間）

○ ○ ○ ○

場内被災箇所の応急対策 ○

（○）

※

（○）

※

○ ○

場内被害状況の把握および被害状況

報告(第2報）

○ ○

市場施設復旧に向けた市場関係者と

の協議

○ 　 ○ ○ ○ ○

機能回復に向けた施設の復旧開始 ○ ○ ○ ○ ○

市場施設の機能回復 ○ ○ ○ ○ ○

生鮮食料品の確保・必要量の把握 ○ ○ ○

（○）

※

周辺道路等搬送経路の確保状況につ

いての情報収集

○ ○

本庁、市場関係者との協議（緊急的に

必要な生鮮食料品の調達）

○ 　 ○ ○ ○ ○

食品衛生上の安全対策 ○ ○ ○

生鮮食料品（救援物資）の調整あっせ

ん業務開始

○

（○）

※

○ ○

災害時相互応援協定に基づき、近畿

管内各中央卸売市場と連絡調整開始

○

（○）

※

（○）

※

○

国の支援方針確認

（支援項目、支援額の確認）

○ ○

機能回復に向けた市場関係者との協

議

○ ○ ○ ○ ○

市場機能回復に向けた生鮮食料品等

の受入態勢の確保

○ ○ ○

相互応援協定に基づく生鮮食料品等

の受入(市場機能の回復まで）

○ ○ ○ ○

市場機能の回復 ○ ○ ○ ○ ○

このBCPは、南海トラフ地震発生(震度６以上）による被害対応を想定。

※　(○)は被災状況等により対応する事業者

平成27年2月策定

○生鮮食料品の確保と供給


